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�愛媛県告示第１４０号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の３第３項の規定により公告する。

令和６年３月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、西条都市計画下水道の変更

に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供す

る。

令和６年３月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１４３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西予市三瓶町土地改良区の定款の変更を認可した。

令和６年３月１日

�愛媛県告示第１４２号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人の指定が取り消されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定によ

り告示する。

令和６年３月１日

愛媛県知事 中 村 時 広
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土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 北方東谷地区
（東温市） 令和６年１月３１日

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 取 消 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

宇第
１３号

宇和島市津島町嵐番外２３番地２ 愛媛県漁業協同組合
下灘支所

宇和島市津島町嵐番外２３番地２ 令和６年１月３１日

御第
１４号

南宇和郡愛南町御荘平城３２６９番地
南宇和高等学校内

南宇和高等学校Ｐ．Ｔ．Ａ 南宇和郡愛南町御荘平城３２６９番地
南宇和高等学校内

令和６年３月８日

毎週（火・金）曜日発行 第４８８号 令和６年３月１日

令和６年３月１日金曜日 第４８８号
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公 告

愛媛県南予地方局長 阿 部 恭 司

�愛媛県告示第１４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年３月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年３月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

技能検定の実施について

職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）第６６条第３項の規定に基づき、前期技能検定の実施について次のとおり公示す

る。

令和６年３月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 実施職種及び等級の区分

技能検定は、次の表の左欄に掲げる職種について、同表の右欄に掲げる等級に区分して実施する。

職 種 等 級

造園、鋳造（鋳鉄鋳物鋳造に係るものに限る。）、金属熱処理（２級に限る。）、機械加工（普通旋盤、数値制御旋盤、フライ
ス盤、数値制御フライス盤、平面研削盤、円筒研削盤及びマシニングセンタに係るものに限る。）、非接触除去加工（数値制御
形彫り放電加工、ワイヤ放電加工及びレーザー加工に係るものに限る。）、金属プレス加工、鉄工（製缶及び構造物鉄工に係る
ものに限る。）、建築板金、めっき（溶融亜鉛めっきに係るものに限る。）、仕上げ、電子機器組立て、電気機器組立て（配電
盤・制御盤組立てに係るものに限る。）、産業車両整備（２級に限る。）、建設機械整備、婦人子供服製造（婦人子供注文服製
作に係るものに限る。）、家具製作（家具手加工に係るものに限る。）、建具製作（木製建具手加工に係るものに限る。）、プ
ラスチック成形（射出成形及びインフレーション成形に係るものに限る。）、石材施工（石張り及び石積みに係るものに限る。）、
酒造、とび、左官、タイル張り、畳製作、防水施工（ウレタンゴム系塗膜防水工事、アクリルゴム系塗膜防水工事、シーリング
防水工事、改質アスファルトシート常温粘着工法防水工事及びＦＲＰ防水工事に係るものに限る。）、内装仕上げ施工（プラス
チック系床仕上げ工事、鋼製下地工事、ボード仕上げ工事及び化粧フィルム工事に係るものに限る。）、熱絶縁施工（保温保冷
工事に係るものに限る。）、サッシ施工、表装（壁装に係るものに限る。）、塗装（建築塗装及び金属塗装に係るものに限る。）
及びフラワー装飾

１級及び２級

造園、鋳造、金属熱処理、機械加工（普通旋盤、数値制御旋盤、フライス盤、平面研削盤及びマシニングセンタに係るものに限
る。）、仕上げ、機械検査、電子機器組立て、シーケンス制御、建築大工、とび、左官、塗装（金属塗装に係るものに限る。）
及びフラワー装飾

３級

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田河辺大洲線
大洲市肱川町山鳥坂８８７番２から

同町山鳥坂３７５番１地先まで

旧 ７．６～１３．３ ０．１１８

新 ７．６～１３．３ ０．１１８

〃 〃
大洲市肱川町山鳥坂８８７番２から

同町山鳥坂２１４番２まで 新 ８．２～４６．０ ０．１９３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
大洲市肱川町山鳥坂８８７番２から

同町山鳥坂２８９番２まで

令和６年３月３日

１５：００
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２ 試験の方法

実技試験及び学科試験

３ 実施期日及び実施場所

� 実施期日

ア 実技試験

令和６年６月６日（木）から９月８日（日）までの間において、愛媛県職業能力開発協会が指定する日

イ 学科試験

実施職種ごとに、次の表のとおりとする。

職 種 等 級 実 施 期 日

造園、鋳造、機械加工（普通旋盤、数値制御旋盤、フライス盤、平面研削盤及びマシニングセンタに係
るものに限る。）、仕上げ、機械検査、電子機器組立て、シーケンス制御、建築大工、とび、左官、塗
装（金属塗装に係るものに限る。）及びフラワー装飾

３級 令和６年７月１４日�

造園、金属熱処理（２級に限る。）、金属プレス加工、産業車両整備（２級に限る。）、プラスチック
成形（射出成形及びインフレーション成形に係るものに限る。）、とび、防水施工（ウレタンゴム系塗
膜防水工事、アクリルゴム系塗膜防水工事、シーリング防水工事、改質アスファルトシート常温粘着工
法防水工事及びＦＲＰ防水工事に係るものに限る。）、サッシ施工及び塗装（建築塗装及び金属塗装に
係るものに限る。）

１級及び２級
令和６年８月１８日�

金属熱処理 ３級

機械加工（普通旋盤、数値制御旋盤、フライス盤、数値制御フライス盤、平面研削盤、円筒研削盤及び
マシニングセンタに係るものに限る。）、鉄工（製缶及び構造物鉄工に係るものに限る。）、めっき
（溶融亜鉛めっきに係るものに限る。）、電子機器組立て、建設機械整備、婦人子供服製造（婦人子供
注文服製作に係るものに限る。）、家具製作（家具手加工に係るものに限る。）、建具製作（木製建具
手加工に係るものに限る。）、左官、畳製作及び内装仕上げ施工（プラスチック系床仕上げ工事、鋼製
下地工事、ボード仕上げ工事及び化粧フィルム工事に係るものに限る。）

１級及び２級 令和６年８月２５日�

鋳造（鋳鉄鋳物鋳造に係るものに限る。）、非接触除去加工（数値制御形彫り放電加工、ワイヤ放電加
工及びレーザー加工に係るものに限る。）、建築板金、仕上げ、電気機器組立て（配電盤・制御盤組立
てに係るものに限る。）、石材施工（石張り及び石積みに係るものに限る。）、酒造、タイル張り、熱
絶縁施工（保温保冷工事に係るものに限る。）、表装（壁装に係るものに限る）及びフラワー装飾

１級及び２級 令和６年９月１日�

� 実施場所

愛媛県職業能力開発協会が指定する場所

４ 技能検定受検申請書の提出期間

令和６年４月３日（水）から１６日（火）まで。ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

５ 技能検定受検申請書の請求先及び提出先

松山市大可賀２丁目１－２８ アイテムえひめ内

愛媛県職業能力開発協会

�公 告

技能検定の実施について

職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）第６６条第３項の規定に基づき、随時技能検定の実施について次のとおり公示す

る。

令和６年３月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 実施職種及び等級の区分

技能検定は、次の表の左欄に掲げる職種について、同表の右欄に掲げる等級に区分して実施する。

職 種 等 級

さく井（ロータリー式さく井工事に係るものに限る。）、鋳造、機械加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっ
き（溶融亜鉛めっきに係るものに限る。）、機械検査、電子機器組立て、電気機器組立て（配電盤・制御盤組立てに係るものに
限る。）、冷凍空気調和機器施工、染色（糸浸染に係るものに限る。）、婦人子供服製造、紳士服製造、家具製作、建具製作、
印刷、石材施工、パン製造、建築大工、かわらぶき、とび、左官、タイル張り、配管、型枠施工、鉄筋施工、コンクリート圧送
施工、防水施工、内装仕上げ施工、熱絶縁施工、サッシ施工、表装、塗装（建築塗装及び鋼橋塗装に係るものに限る。）及び工
業包装

２級

さく井（ロータリー式さく井工事に係るものに限る。）、鋳造、機械加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっ
き、仕上げ、機械検査、電子機器組立て、電気機器組立て（回転電機組立て及び配電盤・制御盤組立てに係るものに限る。）、
プリント配線板製造、冷凍空気調和機器施工、染色、婦人子供服製造、紳士服製造、家具製作、建具製作、紙器・段ボール箱製
造、印刷、製本、プラスチック成形（射出成形及びブロー成形に係るものに限る。）、強化プラスチック成形、石材施工、パン
製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製品製造、建築大工、かわらぶき、とび、左官、タイル張り、配管、型枠施
工、鉄筋施工、コンクリート圧送施工、防水施工、内装仕上げ施工、熱絶縁施工、サッシ施工、表装、塗装及び工業包装

３級
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二級建築士試験及び木造建築士試験の施行について

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第１３条の規定により、令和６

年二級建築士試験及び木造建築士試験を次のとおり施行する。

なお、試験の実施に関する事務は、公益財団法人建築技術教育普

及センターに行わせる。

令和６年３月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の施行日時

� 二級建築士試験

ア 学科の試験

令和６年７月７日（日）午前１０時１０分から

午後５時２０分まで

イ 建築設計製図の試験

令和６年９月１５日（日）午前１１時から午後４時まで

� 木造建築士試験

ア 学科の試験

令和６年７月２８日（日）午前１０時１０分から

午後５時２０分まで

イ 建築設計製図の試験

令和６年１０月１３日（日）午前１１時から午後４時まで

２ 試験の場所

� 二級建築士試験

ア 学科の試験

松山市文京町３ 愛媛大学（城北キャンパス）

イ 建築設計製図の試験

松山市文京町３ 愛媛大学（城北キャンパス）

� 木造建築士試験

ア 学科の試験

松山市文京町３ 愛媛大学（城北キャンパス）

イ 建築設計製図の試験

松山市文京町３ 愛媛大学（城北キャンパス）

３ 受験申込手続

令和６年４月１日（月）午前１０時から１５日（月）午後４時まで

の間に、公益財団法人建築技術教育普及センターのホームページ

（https://www.jaeic.or.jp/）において、必要な事項を入力して申

し込むこと。ただし、インターネットによる受験申込みを行うこ

とができない場合は、同月８日（月）までに同センター本部に申

し出ること。

４ 建築設計製図の課題

令和６年６月１２日（水）（予定）から公益財団法人建築技術教

育普及センターのホームページ（https://www.jaeic.or.jp/）にお

いて公表する。

５ 学科の試験の合格通知

令和６年８月２６日（月）（予定）付けで通知する。

６ 合格発表

令和６年１２月５日（木）（予定）付けの愛媛県報で公告する。

�公表第１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

令和６年３月１日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 大 西 誠

同 � 田 健 司

同 松 下 行 吉

さく井、鋳造、鍛造、機械加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき、アルミニウム陽極酸化処理、仕上げ、
機械検査、ダイカスト、電子機器組立て、電気機器組立て、プリント配線板製造、冷凍空気調和機器施工、染色、ニット製品製
造、婦人子供服製造、紳士服製造、寝具製作、帆布製品製造、布はく縫製、家具製作、建具製作、紙器・段ボール箱製造、印刷、
製本、プラスチック成形、強化プラスチック成形、石材施工、パン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製品製造、
建築大工、かわらぶき、とび、左官、築炉、タイル張り、配管、型枠施工、鉄筋施工、コンクリート圧送施工、防水施工、内装
仕上げ施工、熱絶縁施工、サッシ施工、ウェルポイント施工、表装、塗装及び工業包装

基礎級

注１ ２級の試験については、当該職種に係る３級の実技試験に合格した者に限り受けることができる。
２ ３級の試験については、当該職種に係る基礎級又は職業能力開発促進法施行規則及び職業能力開発促進法第４７条第１項に規定する指定試験機関の指定
に関する省令の一部を改正する省令（平成２９年厚生労働省令第５７号）第１条の規定による改正前の職業能力開発促進法施行規則第６１条に掲げる基礎１級
若しくは基礎２級に合格した者に限り受けることができる。

２ 試験の方法

実技試験及び学科試験

３ 実施期日及び実施場所

� 実施期日

ア 実技試験

令和６年４月１日（月）から令和７年３月３１日（月）までの間において、愛媛県職業能力開発協会が指定する日

イ 学科試験

令和６年４月１日（月）から令和７年３月３１日（月）までの間において、愛媛県職業能力開発協会が指定する日

� 実施場所

愛媛県職業能力開発協会が指定する場所

４ 技能検定受検申請書の提出期間

原則として、技能検定試験実施期日の３０日前まで受け付ける。

５ 技能検定受検申請書の請求先及び提出先

松山市大可賀２丁目１－２８ アイテムえひめ内

愛媛県職業能力開発協会
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

学 校 法 人 東 雲 学 園 令和５年１１月２９日

学 校 法 人 木 の 実 学 園 〃

学 校 法 人 玉 津 学 園 〃

大 洲 商 工 会 議 所 〃

西 条 市 氷 見 土 地 改 良 区 〃

� 万 広 域 森 林 組 合 〃

えひめ南予きずな博実行委員会 〃

サイクリングしまなみ２０２２実行委員会 〃

愛 媛 県 中 小 企 業 団 体 中 央 会 〃

株 式 会 社 宇 和 島 プ ロ ジ ェ ク ト 〃

株 式 会 社 さ ん え い 〃

瀬 戸 内 運 輸 株 式 会 社 〃

愛媛・韓国経済観光交流推進協議会 〃

学 校 法 人 河 原 学 園 〃

西 条 市 〃

松 山 市 〃

松 前 町 〃

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 令和５年１２月１９日

公益財団法人えひめ産業振興財団 〃

公益財団法人えひめ農林漁業振興機構 令和５年１２月２１日

社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 〃

特定非営利活動法人ラ・ファミリエ 〃

愛 媛 県 森 林 組 合 連 合 会 〃

（監査委員の除斥）

瀬戸内運輸株式会社、学校法人河原学園に係る監査の実施について、

地方自治法第１９９条の２の規定により、�田健司監査委員を除斥した。

（監査の基準）

愛媛県監査委員監査基準（令和２年４月１日付 愛媛県監査委員告示

第１号）に準拠し実施した。

（監査の種類）

地方自治法第１９９条第７項の規定による財政援助団体等の監査

（監査の着眼点）

監査の対象となった財政援助団体等の当該財政的援助等に係る出納そ

の他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているか。

（監査の実施内容）

令和４年度における財政的援助等に係る出納その他の事務について、

上記２３団体に対して監査を実施した。

（監査の結果）

令和４年度において実施された上記団体に対する次の補助金等に係る

出納その他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね

良好と認められた。

事 業 主 体 補助金等の
名 称 補助対象事業等 補 助 対 象

事 業 費 等 補助金額等

学校法人
東 雲 学 園

令和４年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

松山東雲高等学
校の運営費

２０４，
３４９，５６４円

１０１，
６８８，９７４円

〃 〃 松山東雲中学校
の運営費

７３，
３４４，７５９円

４０，
２９９，３８４円

〃 〃 松山東雲短期大
学附属幼稚園の
運営費

４１，
４５０，７４７円

３５，
９６９，０００円

〃 令和４年度
愛媛県私立
幼稚園等子
育て総合支
援事業補助
金

松山東雲短期大
学附属幼稚園の
預かり保育、子
育て支援事業等

７，
１９３，１８４円

１，
４６０，０００円

学校法人
木 の 実 学 園

令和４年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

木の実幼稚園の
運営費

１５６，
８０５，９８７円

６３，
２６８，０００円

〃 令和４年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金（幼
稚園等特別
支援教育費
補助）

木の実幼稚園の
障がい幼児の教
育に要する経費

３２，
６８０，５２０円

１８，
０３２，０００円

〃 令和４年度
愛媛県私立
幼稚園等子
育て総合支
援事業補助
金

木の実幼稚園の
預かり保育、子
育て支援事業等

５，
３１７，１９８円

１，
３６０，０００円

学校法人
玉 津 学 園

令和４年度
愛媛県私立
幼稚園等子
育て総合支
援事業補助
金

玉津学園の預か
り保育、子育て
支援事業等

１，
３１０，０００円

１，
３１０，０００円

〃 令和４年度
愛媛県私立
学校施設耐
震改築促進
事業費補助
金

校舎、屋内運動
場等の耐震改築
に関する事業

８３，
９６８，０００円

１３，
９９４，０００円

大洲商工会議所 令和４年度
小規模事業
経営支援事
業費補助金

小規模事業者の
経営及び技術の
発展を図る事業

４９，
１２４，７５１円

４０，
７３２，３５９円

西条市氷見土地
改良区

令和４年度
農業経営高
度化支援事
業 補 助 金
（農業経営
高度化促進
事業）

中心経営体への
農地の集積・集
約化を促進する
事業

１１６，
７８８，０００円

１１６，
７８８，０００円

�万広域森林組
合

令和４年度
造林事業補
助金

森林環境保全直
接支援事業

５５１，
１０１，０３０円

２２０，
４４０，４１２円

〃 令和４年度
未整備森林
再生事業費
補助金

森林作業道改良 ２，
１７３，６００円

２，
１７３，６００円

〃 令和４年度
県産大径材
生産促進事
業費補助金

生産基盤整備支
援、サプライチ
ェーン構築支援

３，
３９７，７７１円

２，
２１８，０００円

えひめ南予きず
な博実行委員会

令和４年度
えひめ南予
きずな博実
行委員会負
担金

えひめ南予きず
な博の実施

２０３，
７０７，２０６円

９７，
０７１，５００円

サイクリングし
まなみ２０２２実行
委員会

しまなみ海
道・国際サ
イクリング
大会実施事
業負担金

サイクリングし
まなみ２０２２実行
委員会運営費

４１８，
３５９，６１６円

６６，
１５３，０００円

愛媛県中小企業
団体中央会

令和４年度
愛媛県中小
企業団体中
央会補助金

愛媛県中小企業
団体中央会の運
営費

１３７，
２１４，０２１円

１２２，
８３１，３７７円

株式会社
宇和島プロジェ
クト

令和４年度
愛媛県産業
ＤＸ化フラ
グシップモ
デル創出事
業費補助金

県内中小企業が
取り組むＤＸの
先行事例となり
うる事業

２０，
５６２，４６１円

１３，
７０５，０００円
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株式会社
さ ん え い

令和４年度
造林事業補
助金

森林環境保全直
接支援事業

１４２，
７７４，０２０円

５７，
１０９，６０８円

瀬戸内運輸株式
会社

令和４年度
愛媛県バス
運行対策費
補助金

生活バス路線の
運航欠損及び車
両の減価償却費
等

１２９，
５８５，０００円

６４，
７９１，０００円

愛媛・韓国経済
観光交流推進協
議会

令和４年度
愛媛・韓国
経済観光交
流推進協議
会負担金

松山－ソウル定
期航空路線の安
定運航を図るた
めの事業

３２，
７９４，５６３円

２０，
４９６，０００円

学校法人
河 原 学 園

令和４年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

愛光幼稚舎の運
営費

２３８，
２３５，６０４円

７７，
３１５，０００円

〃 令和４年度
看護師等養
成所運営費
補助金

河原医療大学校
の看護師等養成
所運営費

８３，
６４３，１３２円

１６，
８５４，０００円

〃 令和４年度
私立専門学
校授業料等
減免事業費
補助金

河原電子ビジネ
ス専門学校の授
業料等減免措置

４６，
８８６，５００円

４６，
８８６，５００円

〃 〃 河原医療福祉専
門学校の授業料
等減免措置

５０，
６７８，５００円

５０，
６７８，５００円

〃 〃 河原医療大学校
の授業料等減免
措置

５３，
８６３，１００円

５３，
８６３，１００円

〃 〃 大原簿記公務員
専門学校愛媛校
の授業料等減免
措置

２６，
７７０，９００円

２６，
７７０，９００円

〃 〃 河原デザイン・
アート専門学校
の授業料等減免
措置

３９，
９５２，６００円

３９，
９５２，６００円

〃 〃 河原外語観光・
製菓専門学校の
授業料等減免措
置

２８，
９７４，２００円

２８，
９７４，２００円

〃 〃 河原ビューティ
ーモード専門学
校の授業料等減
免措置

２６，
３５８，４００円

２６，
３５８，４００円

〃 〃 河原アイペット
ワールド専門学
校の授業料等減
免措置

２１，
１５５，７００円

２１，
１５５，７００円

〃 〃 河原医療大学校
新居浜校の授業
料等減免措置

９，
０１７，０００円

９，
０１７，０００円

西 条 市 令和４年度
えひめの未
来チャレン
ジ支援事業
費補助金

ごみ処理広域化
推進事業

５，
２８０，０００円

２，
６４０，０００円

〃 令和４年度
担い手総合
支援事業費
補助金

支援事業、機械
施設整備事業

１６，
２２２，０３５円

５，
７７１，０００円

〃 令和４年度
ひめの凜生
産・集荷強
化支援事業
費補助金

ひめの凜生産・
集荷強化支援事
業

１２９，
５００，０００円

３７，
５４０，０００円

〃 令和４年度
水田農業競
争力強化支
援事業費補
助金

水田農業産地強
靭化支援事業

３８，
６１３，３５６円

１２，
６９４，０００円

松 山 市 令和４年度
えひめの未
来チャレン
ジ支援事業
費補助金

坊っちゃんスタ
ジアム魅力向上
事業

３，
９０４，４５０円

１，
９５２，０００円

〃 〃 坂の上の雲ミュ
ージアム開館１５
周年記念事業

３，
１３２，７００円

１，
５６６，０００円

〃 令和４年度
不妊治療助
成事業費補
助金

不妊治療助成事
業

５０，
１２６，９２４円

２５，
０６３，０００円

〃 令和４年度
担い手総合
支援事業費
補助金

支援事業 ７，
９０４，９３８円

２，
６１９，０００円

〃 〃 機械施設整備事
業

７４，
２８５，５９０円

２２，
９３３，０００円

〃 令和４年度
有害鳥獣総
合捕獲事業
費補助金

有害鳥獣を捕獲
した者に対する
奨励金の交付

５６，
２２４，２００円

１１，
０９４，０００円

〃 令和４年度
傾斜園地作
業効率化モ
デル整備事
業費補助金

生産性の高いモ
デル園地を整備
するための土
工、擁壁工、水
路工等

８，
５５１，０４４円

３，
８８５，４００円

松 前 町 令和４年度
えひめの未
来チャレン
ジ支援事業
費補助金

松前町教育行政
ＤＸ推進事業

３，
８５０，０００円

１，
９２５，０００円

〃 〃 芽吹きと実りの
はだか麦プロジ
ェクト事業

２，
０７４，６０４円

１，
０３７，０００円

〃 令和４年度
担い手総合
支援事業費
補助金

機械施設整備事
業

３３，
１１２，７５０円

１０，
９７３，０００円

公立大学法人
愛媛県立医療技
術大学

令和４年度
公立大学法
人愛媛県立
医療技術大
学運営費交
付金

愛媛県立医療技
術大学の運営費

７２２，
１４６，７５０円

７２２，
１４６，７５０円

公益財団法人
えひめ産業振興
財団

令和４年度
創業・経営
基盤強化総
合支援事業
費補助金

創業・経営基盤
強化支援体制の
構築

４４，
９７０，６５８円

４４，
６０３，０００円

〃 令和４年度
県内大学・
ＩＴ企業協
働型デジタ
ル人材育成
事業費補助
金

大学生等のデジ
タルリテラシー
の向上と地元Ｉ
Ｔ企業への理解
促進

１，
５３２，８６１円

１，
５３２，８６１円

〃 令和４年度
下請企業振
興事業費補
助金

県内下請中小企
業の支援

１７，
４６８，３８７円

１７，
４６８，３８７円

〃 令和４年度
農商工連携
新商品開発
事業費補助
金

農林漁業者と中
小企業者が連携
した新商品開発
の支援

５，
１５９，００８円

２，
５７９，５０４円

公益財団法人
えひめ農林漁業
振興機構

令和４年度
農地中間管
理事業等推
進費補助金

農地中間管理機
構の運営費

５３，
０２３，０００円

５３，
０２３，０００円

〃 令和４年度
新規就農促
進対策事業
費補助金

新規就農促進対
策（相談窓口運
営、人材育成、
就農促進事業
等）

７，
６９３，０００円

７，
６９３，０００円
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�公表第２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

令和６年３月１日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 大 西 誠

同 � 田 健 司

同 松 下 行 吉

〃 令和４年度
森林整備担
い手確保育
成対策事業
費補助金

支援センター運
営費

５，
８００，０００円

３，
０００，０００円

〃 令和４年度
新規参入事
業者等生産
性向上支援
事業費補助
金

林業事業体の生
産性向上、林業
労働力の確保及
び定着

５１，
３３５，１８０円

１７，
０８０，０００円

社会福祉法人
愛媛県社会福祉
協議会

令和４年度
日常生活自
立支援事業
費補助金

認知症高齢者等
の自立支援

４３，
８７２，２７８円

４１，
４０９，０００円

〃 令和４年度
愛媛県生活
福祉資金貸
付事業費補
助金

低所得者等世帯
に対する資金貸
付、緊急小口資
金貸付（コロナ
特例貸付）

１，０２２，
４６６，７６１円

８５１，
９５４，０００円

〃 令和４年度
愛媛県保育
士修学資金
貸付等事業
費補助金

保育士資格の新
規取得者の確
保、有資格者の
再就職支援

４２，
５８６，０００円

４２，
５８６，０００円

〃 令和４年度
明るい長寿
社会づくり
推進機構運
営費補助金

機構運営費等 １６，
５６９，４４７円

１５，
１１８，０００円

特定非営利活動
法人
ラ・ファミリエ

令和４年度
「三浦保」
愛基金社会
福祉分野公
募事業費補
助金

社会福祉団体や
ボランティアグ
ループの社会福
祉活動に要する
経費

３００，０００円 ３００，０００円

愛媛県森林組合
連合会

令和４年度
原木乾しい
たけ等生産
促進支援事
業費補助金

生産・加工施設
整備、営業活動
経費

１６，
９６６，８３０円

１５，
８３０，６００円

〃 令和４年度
意欲と能力
のある林業
経営者デジ
タル化支援
事業費補助
金

システム整備に
要する経費

２，
５４５，０００円

１，
２７２，０００円

〃 令和４年度
林地残材資
源化促進事
業費補助金

林地残材の搬出
利用経費

１４，
０００，０００円

１４，
０００，０００円

〃 令和４年度
造林事業補
助金

森林環境保全直
接支援事業

５３，
０９１，０１０円

２１，
２３６，４０４円

監 査 対 象 機 関
監 査 年 月 日

団 体 名 基 本 金 等

公立大学法人
愛媛県立医療技術
大学

設立
平成２２年４月１日

基本金額
２，２０６，１７９，０００円

県出捐額
２，２０６，１７９，０００円

令和５年１２月１９日

公益財団法人
えひめ産業振興財
団

設立
昭和６１年１１月１日

基本金額
２，０２９，３３７，０００円

県出捐額
６４０，０００，０００円

〃

愛媛県土地開発公
社

設立
昭和４８年６月１日

基本金額
３０，０００，０００円

県出捐額
３０，０００，０００円

〃

公益財団法人
愛媛県暴力追放推
進センター

設立
平成４年４月２４日

基本金額
６００，０００，０００円

県出捐額
３００，０００，０００円

〃

公益財団法人
松山観光コンベン
ション協会

設立
平成３年１月１０日

基本金額
５２１，０００，０００円

県出捐額
１５０，０００，０００円

令和５年１２月２１日

公益財団法人
えひめ農林漁業振
興機構

設立
昭和４６年９月８日

基本金額
１５，０００，０００円

県出捐額
１０，６５０，０００円

〃

公益財団法人
えひめ海づくり基
金

設立
昭和６１年１２月１２日

基本金額
２，６３２，２００，０００円

県出捐額
７８５，０００，０００円

〃

（監査の基準）

愛媛県監査委員監査基準（令和２年４月１日付 愛媛県監査委員告示

第１号）に準拠し実施した。

（監査の種類）

地方自治法第１９９条第７項の規定による財政援助団体等の監査

（監査の着眼点）

監査の対象となった財政援助団体等の当該財政的援助等に係る出納そ

の他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているか。

（監査の実施内容）

令和４年度における財政的援助等に係る出納その他の事務について、

上記７団体に対して監査を実施した。

（監査の結果）

令和４年度事業に係る出納その他の事務について、それぞれ監査を実

施したところ、おおむね良好と認められた。
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�公表第３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

令和６年３月１日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 大 西 誠

同 � 田 健 司

同 松 下 行 吉

�公表第４号
令和５年１２月２６日付けで提出された愛媛県知事に関する措置請求について、次のとおり決定した。

令和６年３月１日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 � 田 健 司

決 定 書

請求人 松山市 松 本 好 司 様

令和５年１２月２６日付けで提出された「愛媛県職員措置請求書」について、次のとおり決定する。

主 文

１ 本件請求のうち、再発防止措置を求める部分及び令和３年度に交付した政務活動費の返還を求める部分を却下する。

２ その余の請求は、これを棄却する。

第１ 請求の内容

請求人から令和５年１２月２６日付けで提出された愛媛県職員措置請求書によると、請求の要旨は次のとおりである。

１ 請求する措置

愛媛県議会議員黒川理惠子（以下「黒川議員」という。）は、西条市倫理法人会の会費を政務活動費（会議費）に計上して会計処理

を行っている。愛媛県のホームページで確認できる範囲として、令和３年度及び令和４年度の２年間、公金（国民の税金）から会費を

支出していることを確認した。不当な請求に対し、愛媛県知事が支出を行っていることから、黒川議員に政務活動費として交付された

当該２年間の会費を調査し、知事に対し、不当に支払った額を黒川議員に返還させるよう命じること及び再発防止の措置を講じさせる

ことを求める。

２ 請求の理由

一般社団法人倫理研究所（支部単会名：西条市倫理法人会）の会費は、会員企業や個人事業主などの経営者向けの自己啓発セミナー

を受けることができる権利を得るためのものである。

黒川議員は、個人の自己啓発セミナー参加の会費を公金で支払うための請求行為を繰り返しており、不当請求に対して公費を支払う

ことは不当行為である。

不当とする根拠は次のとおり。

� 個人の自己啓発セミナーであると補足する理由として、倫理法人会の会費の会計処理は、一般企業においては、教育費又は福利厚

生費の科目で会計処理をされているものである。資質向上を目的とした教育費や、福利厚生費の科目の内容を政務活動費で支払うこ

とは不適切である。

� 愛媛県の政務活動費の事務処理マニュアル（以下「マニュアル」という。）の会議費において、会議項目別の充当の考え方の�会

（監査の着眼点）

監査の対象となった財政援助団体等の当該財政的援助等に係る出納そ

の他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているか。

（監査の実施内容）

令和４年度における財政的援助等に係る出納その他の事務について、

上記６団体に対して監査を実施した。

（監査の結果）

令和４年度において実施された公の施設の指定管理者に係る出納その

他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね良好と認

められた。

公 の 施 設 の
管 理 委 託 団 体 公 の 施 設 の 名 称 委 託 金 額

公益財団法人
え ひ め 産 業 振 興 財 団 テクノプラザ愛媛 ８９，７３１，０００円

株式会社
ウ イ ン 愛媛県生活文化センター １８，９７８，６７３円

〃 萬翠荘 ３３，５６４，７００円

愛媛県営住宅管理グループ 中予地方局管内県営住宅 １７４，５５８，０００円

社会福祉法人
愛媛県社会福祉協議会 愛媛県総合社会福祉会館 ６９，６９０，５６０円

特定非営利活動法人
ラ ・ フ ァ ミ リ エ ファミリーハウスあい １１９，０００円

愛媛県森林組合連合会 えひめ森林公園 ２３，７４３，０００円

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公益財団法人えひめ産業振興財団 令和５年１２月１９日

株 式 会 社 ウ イ ン 〃

愛 媛 県 営 住 宅 管 理 グ ル ー プ 〃

社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 令和５年１２月２１日

特定非営利活動法人ラ・ファミリエ 〃

愛 媛 県 森 林 組 合 連 合 会 〃

（監査の基準）

愛媛県監査委員監査基準（令和２年４月１日付 愛媛県監査委員告示

第１号）に準拠し実施した。

（監査の種類）

地方自治法第１９９条第７項の規定による財政援助団体等の監査



愛 媛 県 報令和６年３月１日 第４８８号

９２

議費イの記載において、会議費は「資質向上を目的とした研修費とは異なり」と記載されているので、会議費に該当しないことは明

らかである。

� マニュアルで会議費としての定義は、「１ 議員が開催する各種会議、住民相談会等に要する経費」「２ 団体等が開催する意見

交換会等各種会議への議員の参加に要する経費」が対象であると定められている。意見交換会が目的でもない自己啓発セミナーの会

費は、政務活動費の会議費の対象外である。

� マニュアルの会費において、個人の立場で加入している団体などに対する会費等は、政務活動費の充当が不適当な会費と記載され

ており、個人の教育を目的とする会費は政務活動の会費としても認められない。

� マニュアルの会費において、「年会費や月会費等の政務活動費からの支出については、その団体の活動内容や実態を十分勘案の上、

その可否を判断すること。」と活動内容や実態の精査が求められている。一般社団法人倫理研究所の会においては、政治に関する活

動は一切の禁止事項であり、政治に関する内容が禁止されている会の会費は政務活動に該当しない。

３ 請求する措置の内容

� 支払った公費の返還措置（地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２条に定める損害を補�するために必要
な措置）

全ての事業者、個人が自費で会費を払っている自己啓発セミナーの会費を県に請求している行為は一般人の常識を逸脱しており、

その問題に気がつかず不当な公金支出を繰り返している。不当な公金支出は税金を納付する立場の県民として容認できない行為であ

る。会費１２０，０００円（年額）を調査し、過去に遡って支払った公金の返還を命じることを求める。

� 再発防止措置（法第２４２条に定める怠る事実を改める措置）

ア 請求明細書や、それに該当する支払経費の概要が分かる内容書類を添付して確認しなければ、正当な支払行為かを判断すること

ができないのが会計処理並びに会計監査である。議員が支払った事実（領収書、ＡＴＭ振込明細書）だけで、県費の支払会計処理

が行われていることが慣例化していなかったか。支払請求明細書や、それに該当する支払経費の概要が分かる内容書類を添付して

確認の上、公費の支払を行うように再発防止措置を求める。

イ 議員からの申告に対して、公費として支払う理由の説明について、議員に対して書面で回答を求めることができる権利を県職員

が有していたのかなども含めて、再発防止の措置を求める。

ウ 議員の政務活動費に対する認識不足から発生する問題が原点であることから、マニュアルに基づくチェックシートを県職員が作

成し、議員が政務活動報告書に誓約書として添付し提出するような事務規程の改善による「怠る事実の防止」の措置を求める。

エ 愛媛県ではホームページ上にて「政務活動費に係る収入及び支出の報告書」を令和３年から公開しており、透明性のある行政に

なってきたと理解している。その上で、報告書の備考欄（主たる経費の内訳）だけでは、公費が正当に支払われている内容である

かを一般県民が確認することができない。支払った明細単位までをホームページで公開するか、支払明細までの会計監査を監査委

員が毎年度行うか、どちらかの措置を講じることを求める。

４ 監査項目の内容

上記２項の事項に照らし合わせて監査を実施して、是正措置を実施することを求める。

法第２４２条に基づいた監査要求項目は以下のとおり。

� 法第２４２条【不当な公金の支出】に対する監査項目

ア 自己啓発セミナー参加の会費を公金（国民の税金）で払う理由の正当性を監査

企業の会計処理、マニュアルからも逸脱した内容

イ 政治に関する活動、政治に関する内容が禁止である会の会費を政務活動費に含むかの監査

政治活動の行為禁止が定められた会の会費を県費で払って政務活動として認める理由

ウ 公金支出した金額に対するセミナー参加の活動実態監査（参加実態の証拠物回収）

年間約全体４８回開催される自己啓発セミナー代１２０，０００円／年に対して、参加を証明できる回数、政務活動であると証明できる

参加回数の定量的な調査

� 法第２４２条に定める【怠る事実を改める】ための監査項目

支払事実の添付（領収書、ＡＴＭ振込明細書のみ）と、議員から提出される政務活動費の報告書をうのみにした支払行為が慣例化

していないか。

５ 令和３年度の行為について１年を経過した後に請求がなされた理由

当該行為のあった日又は終わった日から１年を経過したときは、監査請求をすることができないと定められているが、天災等で住民

監査請求が出来ない場合はこの限りではない。

今回、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）第２４条第９項に基づき、令和３年４月１４日から人の移動や外出

の自粛が愛媛県知事から県民に求められていた。住民監査請求を行うために必要な愛媛県庁（人が集まる公共機関）への外出自粛も含

まれて県民に求められていた。その後、令和５年５月８日になって、新型コロナウイルスの感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）上の分類が「５類感染症」に変更となり、個人の選択を尊重した自主的な取組をベースに変

わった。（厚生労働省説明文）

このように法的根拠に基づき行政から外出自粛の要請が行われていた期間であることから天変地異等に該当するので、外出自粛解除

の令和５年５月８日から１年未満の監査請求であると計算して、令和３年度分の監査請求を求める。
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注１ 「１ 請求する措置」については、請求の趣旨を損なわない範囲で整理し直した。

２ 「２ 請求の理由」「３ 請求する措置の内容」「４ 監査項目の内容」「５ 令和３年度の行為について１年を経過した後に請求

がなされた理由」については、明らかな誤字脱字を除いて原則原文のまま記載した。

第２ 監査の実施

本件請求は、令和５年１２月２６日にこれを受け付けた後、令和６年１月１９日に補正書が提出され、これらを要件審査した結果、法第２４２

条に定める要件について、一部を除き具備していると認め、同月２５日にこれを受理し、次のとおり監査を実施した。

１ 監査委員の除斥

監査委員のうち愛媛県議会議員のうちから選任された委員については、法第１９９条の２の規定により、本件請求に係る監査の実施か

ら除斥された。なお、該当する委員は、大西誠委員及び松下行吉委員である。

２ 証拠の提出及び陳述

請求人に対して、法第２４２条第７項の規定により、令和６年２月１日に証拠の提出及び陳述の機会を与えた。

３ 監査実施日

令和６年２月２日から１３日に監査を実施するとともに、必要に応じ関係職員から説明を聴取し、関係資料、証拠書類等の確認を行っ

た。

４ 監査対象機関

愛媛県議会事務局（以下「議会事務局」という。）を対象に監査を実施した。

第３ 監査の結果

１ 事実関係

関係書類等の調査及び議会事務局職員からの聴取により次の事項を確認した。

� 政務活動費の概要

法は、条例の定めるところにより、議会の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、議員に対して政務

活動費を交付することができるとし、政務活動費の交付を受けた議員は、条例の定めるところにより、当該政務活動費に係る収入及

び支出の報告書を議長に提出するものとしている（法第１００条第１４項及び第１５項）。

上記規定を受けて愛媛県政務活動費の交付に関する条例（平成１３年愛媛県条例第３０号。以下「条例」という。）が制定され、条例

の規定を受けて愛媛県政務活動費の交付に関する規程（平成１３年３月愛媛県議会告示第１号。以下「規程」という。）が定められて

いる。

政務活動費の制度は、地方議員の活動基盤の充実強化を図る観点から、平成１２年５月の法改正により制度化された政務調査費を前

身とするもので、平成２４年９月の法改正により、名称が「政務調査費」から「政務活動費」に、交付の目的が「議員の調査研究に資

するため」から「議員の調査研究その他の活動に資するため」に拡大された一方、政務活動費を充てることができる経費は条例で定

めなければならないとされ、議長は政務活動費の使途の透明性の確保に努めるものとすることが、新たに定められた。

なお、本県における政務活動費の交付の対象及び額並びに交付の方法等は、以下のとおりである。

ア 政務活動費の交付の対象及び額

� 交付の対象（条例第２条）

愛媛県議会議員の職にある者

� 政務活動費の額（条例第３条）

月額３３万円

イ 政務活動費の交付の方法等

� 議員の通知（条例第４条）

議長は、毎年度当初に、政務活動費の交付を受けようとする議員の氏名を知事に通知しなければならない。

� 交付の決定（条例第５条）

知事は、通知に係る議員について、政務活動費の交付の決定を行い、当該議員に通知しなければならない。

� 請求及び交付（条例第６条）

議員は、四半期ごとに、速やかに、交付の決定をされた当該四半期に属する月数分の政務活動費を知事に請求するものとする。

知事は、請求があったときは、請求があった日から１５日以内に政務活動費を交付するものとする。

� 収支報告書（条例第８条）

議員は、政務活動費に係る収入及び支出の報告書（以下「収支報告書」という。）を、交付に係る年度の翌年度の４月３０日ま

でに、議長に提出しなければならない。

収支報告書には、政務活動費による支出に係る領収書その他の証拠書類の写しを添えなければならない。

� 議長の調査（条例第９条）

議長は、政務活動費の適正な運用を期するため、議員から収支報告書及び領収書その他の証拠書類の写し（以下「収支報告書

等」という。）が提出されたときは、必要に応じ調査を行うことができる。

� 政務活動費の返還（条例第１０条）

知事は、議員がその年度において交付を受けた政務活動費の総額から、当該議員がその年度において条例第７条に規定する政
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務活動費を充てることができる経費の範囲内において支出した政務活動費の総額を控除して残余がある場合は、当該残余の額に

相当する額の政務活動費の返還を命ずることができる。

� 収支報告書等の保存（条例第１１条）

議員から提出された収支報告書等は、これを受理した議長において、これを提出すべき期限の翌日から起算して５年を経過す

る日まで保存しなければならない。

� 収支報告書等の閲覧（条例第１２条）

何人も、議長に対し、収支報告書等の閲覧を請求することができる。

議長は、収支報告書等に記載されている情報のうち、愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）第７条第２項の非公

開情報が記録されている部分を除いて複写したものを、閲覧に供するものとする。

� 政務活動費の使途基準等

ア 政務活動費を充てることができる経費の範囲（条例別表）

項目 内容

調査研究費 議員が行う県の事務、地方行財政等に関する調査研究（視察を含む。）及び調査委託に要する経費

研修費 １ 議員が開催する研修会、講演会等（他の議員等と共同して開催するものを含む。）に要する経費

２ 団体等が開催する研修会（視察によるものを含む。）、講演会等への議員及びその雇用する職員の参加に要する経費

広聴広報費 議員が行う県政に関する政策等の広聴活動並びに議会活動及び県政に関する政策等の広報活動に要する経費

要請陳情等活動費 議員が行う要請及び陳情のための活動並びに住民相談等の実施に要する経費

会議費 １ 議員が開催する各種会議、住民相談会等に要する経費

２ 団体等が開催する意見交換会等各種会議への議員の参加に要する経費

資料作成費 議員が行う活動のために必要な資料の作成に要する経費

資料購入費 議員が行う活動のために必要な図書、資料等の購入、利用等に要する経費

事務所費 議員が行う活動のために必要な事務所の設置及び管理に要する経費

事務費 議員が行う活動に係る事務の遂行に要する経費

人件費 議員が行う活動を補助する職員を雇用する経費

イ 政務活動費の事務処理マニュアル

愛媛県議会では、平成２５年３月に使途基準の具体的内容や考え方などを取りまとめたマニュアルを作成し、政務活動費制度のよ

り一層の透明性の向上のため、令和４年１月に一部を改正している。マニュアルの主な記載内容は次のとおりである。

� 政務活動費の交付

趣旨、交付制度の根拠法令等、交付対象及び交付額並びに交付の方法

� 政務活動費を充てることができる経費の範囲及び具体例

経費（調査研究費、研修費、広聴広報費、要請陳情等活動費、会議費、資料作成費、資料購入費、事務所費、事務費及び人件

費）ごとの使途基準（内容及び具体例）

� 政務活動費を充てることができる経費の運用指針

実費弁償の原則、按分に当たっての指針及び項目別の充当の考え方（調査研究費、研修費、広聴広報費、要請陳情等活動費、

会議費、事務所費、事務費（備品等）、人件費及び政務活動費の充当が不適当な経費（参考事例））

� 収支報告書等及び支出における留意事項

収支報告書等の提出、領収書等への使途等の記載、支払証明書及び会計帳簿等の整理保管並びに証拠書類の四半期ごとの事前

確認

� 資料集

法（抜粋）、公職選挙法（抜粋）、条例、政務活動費に係る収入及び支出の報告書（記載例）、規程並びに事業実績報告書

（記載例）

� 参考様式集

� 政務活動費の支出等の状況

令和４年度における黒川議員の政務活動費の支出の状況は、次のとおりであった。

（単位：円）

交付額 支出金額 残余額

３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

２ 結果

� 監査の視点
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政務活動費の制度は、地方議会の活性化を図り、議員の調査活動の基盤を強化する等のため、平成１２年の法改正により政務調査費

として制度化されたものであり、平成２４年の法改正により、名称及び交付目的が改められ、透明性の確保に努めつつ使途について拡

大できるようにされたものである。

改正された法では、政務活動費の交付の対象や額、交付の方法に加え、充当できる経費の範囲についても、条例で定めなければな

らないこととされており、これを受けて、愛媛県では平成２４年１２月に愛媛県政務調査費の交付に関する条例を改正し、題名も愛媛県

政務活動費の交付に関する条例に改め、政務活動費を充てることができる経費の範囲について定め、対象経費とその内容を条例別表

に掲げている。

もとより、議員の政務活動は広範にわたるものであるから、その全てを明確に定義することは困難である。また、議員の特定の活

動が、政務活動と政治活動の性質を併せもつ場合があることも否定できない。

そこで、愛媛県議会では、平成２５年３月にマニュアルを作成し、政務活動費の使途基準の具体的内容や考え方などを明らかにして

いる。これについては、全国都道府県議会議長会が示した考え方を参考に決定されたものであり、全国共通の標準的な基準に沿うも

のであって、一定の合理性を有するものと考えられる。

また、令和４年１月には、年会費・月会費に充当する場合は、支出先団体の基本情報を記した記録簿の添付を義務付けるなど、政

務活動費制度のより一層の透明性の向上のための改正を行っている。

もちろん、マニュアルは、法規範性を有するものではない。したがって、マニュアルに適合しないことをもって直ちに不適正な支

出であると判断することはできない。

しかしながら、マニュアルは、政務活動費に係る請求、交付、充当、収支報告書等の提出等の一連の手続を進める際の参考として

議長が作成したものであり、各議員にとっても政務活動費を充当して支出できる経費の判断基準となっている。

このようにマニュアルは、条例で定めるところの政務活動費を充てることができる経費の範囲の具体的内容を推知させるものであ

って、使途基準への適合性判断に当たって参考にされるべきものであると解される。

したがって、政務活動費の個々の具体的な支出が条例で定める経費に該当するか否かの判断に当たっては、議員から提出された収

支報告書等を基に、まず、それがマニュアルの定めに適合するか否かを基準とし、これにより難いものについては、当該政務活動費

の支出の時期、場所、内容、効果等を総合的に考慮し、社会通念に従い判断するのが妥当である。

議員の政務活動は多岐にわたり、議員が十分に役割を果たすためには、自主性及び自律性が尊重されなければならないことから、

個々の経費の支出については議員の合理的判断に委ねられているものであるが、知事は、財務会計行為の適正を確保し、適正を欠く

場合は是正する等の責務を有しており、政務活動費についても公金である以上、その支出に、関係法規に照らして明らかに違法又は

不当と認められるものが存する場合には、返還を求めるなどの措置を講ずる必要がある。

監査委員は、法、条例、規程及びマニュアルによるほか、以上のような視点に立って監査を行い、請求人から政務活動費の不当な

支出として示されたもの等について、次のとおり判断する。

� 西条市倫理法人会の令和４年度の会費

請求人は、会議費として支出した西条市倫理法人会の会費は、自己啓発セミナーへ参加するためのものであり、資質向上を目的と

した経費に政務活動費を充当することは不適切であること、マニュアルに示された項目別の充当の考え方によれば当該会費は会議費

の対象外であること、マニュアルに示された会費の充当の考え方では個人の立場で加入している団体等に対する会費への充当も認め

られていないこと、同会は政治に関する活動は一切の禁止事項とされていることから当該支出は不当であると主張している。

これに対し、議会事務局から、次のとおり説明があった。

議員の調査研究その他の活動（以下「政務活動」という。）は、県政全般に及び、その調査研究の対象や方法も広範かつ多岐にわ

たるものと考えられ、政務活動の手段、方法又は内容の選択に当たっては、議員の自主性及び自律性を尊重すべきものであることか

ら、いかなる内容の政務活動を行うかは、議員の合理的判断に委ねられるべきものである。

条例は、第７条及び別表により政務活動費を充てることができる経費の範囲及び使途基準を定めている。そして、こうした政務活

動費を具体的に充てることができる経費の範囲や充当方法については、マニュアルで詳細を規定しており、それによれば、社会通念

上妥当な範囲の額であれば、実際に要した経費を充当することを原則としている。

したがって、議員が政務活動のために支出した経費が使途基準等に適合するとの当該議員の合理的判断があり、当該活動の外観や、

当該支出の客観的な目的、性質等に照らして、その判断について首肯し得るものと推認できる程度の合理性が認められる場合には、

当該活動に支出した経費について、議員の請求に基づき、政務活動費を充当できる。

マニュアルでは、議員が年会費・月会費へ充当する場合は、政務活動との関連を示す「団体概要等記録簿」を添付することとなっ

ている。

黒川議員は、「団体概要等記録簿」において、議員の政務活動との関係を「市内の事業者から聴き取りが出来、事業者の状況調査

になり、事業者支援の政策の立案の参考にしている。」と説明しており、政務活動費の使途基準に沿った経費であることから、適切

なものと認められる。

また、議員が団体に所属する目的によって、計上すべき経費区分は異なり、その目的が他の会員との交流を通じた当該団体の活動

分野に関する最新情報の収集や意見交換である場合は、会議費のうち団体等が開催する意見交換会等各種会議への議員の参加に要す

る経費に該当する。

上記議会事務局の説明を踏まえて次のように判断した。
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一般社団法人倫理研究所のホームページによると、倫理法人会は、「企業に倫理を、職場に心を、家庭に愛を」をスローガンに、

全国７万社の会員企業が純粋倫理に根ざした「倫理経営」を学び、実践し、その輪を拡げる活動に取り組んでいるとされている。ま

た、全都道府県や市・区単位において倫理法人会が設立されており、県内では、愛媛県倫理法人会のほか、西条市倫理法人会を含め

１８の単会が設立されている。

西条市倫理法人会のホームページによると、その活動内容は、モーニングセミナー、奉仕清掃、ナイトセミナー、会員研修、倫理

経営講演会、１００名モーニングセミナー、その他、会員間の交流を図る単会独自の事業等となっており、モーニングセミナーのスケ

ジュールでは、企業経営者、団体の代表、行政関係者など、様々な分野の講師による講演が行われていることが確認できる。

黒川議員が団体概要等記録簿に記載している政務活動との関係については、市内の事業者からの聴き取りを通じて状況調査を行い、

事業者支援の政策立案の参考にすることとなっており、同会へ加入し、活動に参加することにより、様々な分野の講演や他の会員と

の交流を通じた情報収集や意見交換等が可能になると考えられることから、同会への会費の支出と政務活動との間に合理的関連性を

欠くとまでは言えない。

また、マニュアルでは年会費・月会費について「年会費や月会費等の政務活動費からの支出については、その団体の活動内容や実

態を十分勘案の上、その可否を判断すること。」とされており、議会事務局では政務活動費の使途基準に沿った経費と認め、その支

出は適切と判断している。

請求人は、個人の立場で加入している団体等に対する会費について、マニュアルにおいて政務活動費の充当が不適当な会費とされ

ていると主張するが、議会事務局において、会費の支出対象である団体の活動内容や実態が、政務活動との間に合理的関連性を有し

ているかという基準に基づいて審査の上、充当が認められている。

これらのことを勘案すると、西条市倫理法人会の会費への政務活動費の充当が不当であるという請求人の主張には理由がない。

� 再発防止措置に関する請求について

請求人は、上記第１の３の�に記載する再発防止措置に関しても請求を行っている。これらについては、令和６年１月１２日付け５
監査第５９４号愛媛県職員措置請求書の補正について（通知）により、令和５年１２月２６日付けで提出された請求書に対する補正を求め

たことに対し、令和６年１月１９日付けで請求人から提出された愛媛県職員措置請求書【補正書】において、新たに請求されたもので

ある。

当該内容は、請求人が「怠る事実を改める措置」と記載しているとおり、法第２４２条第１項の規定による違法若しくは不当に公金

の賦課若しくは徴収又は財産の管理を怠る事実（以下「怠る事実」という。）を改め、請求人が不当と主張する支出の再発を防止す

るために必要な措置を求めるものと解される。

怠る事実については、公金の賦課若しくは徴収を怠る事実又は財産の管理を怠る事実とされているところ、請求人が求める措置の

対象はこのいずれの事実にも該当しないことから、法に規定する要件を欠いている。

なお、仮に措置請求の対象を、請求人が主張する不当な公金の支出とした場合においても、再発防止措置を行うことにより、既に

行われた当該支出が是正されることはないことから、請求の対象とは認められない。

� 法第２４２条第２項に定める請求期間の経過について

請求人は、令和３年度の支出に関し、当該行為のあった日から１年を経過して請求を行った理由として、新型インフルエンザ等対

策特別措置法の規定に基づき、愛媛県知事が県民に対して行った、令和３年４月１４日から新型コロナウイルスの感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律上の位置付けが５類に移行するまでの間の外出自粛要請により、要請期間中は住民監査請求を

行うために必要な愛媛県庁への外出についても自粛が求められていたことを挙げている。

このことについては、知事からの外出自粛についての協力依頼や要請は令和５年３月１９日をもって終了しており、その後、当該行

為のあった日から１年が経過するまでの間に一定の期間があったこと、また、今回請求人から提出された資料は愛媛県議会のホーム

ページで公開され入手も可能であり、郵送での住民監査請求も認められていることを踏まえれば法第２４２条第２項ただし書に規定す

る正当な理由とは認められない。

第４ 結論

以上のとおり、本件請求のうち、上記第１の３の�に記載する再発防止措置については法第２４２条第１項に規定する住民監査請求の要
件を欠いていること、また、請求人が不当であると主張する令和３年度の政務活動費の支出に関しては法第２４２条第２項に定める請求期

間を経過していることから、不適法な請求であると判断する。また、本件請求のうち令和４年度の政務活動費の支出に関しては、条例、

規程及びマニュアルに適合して執行されているものと認められるため、愛媛県知事が黒川議員に対して本件政務活動費の返還を命じるよ

う求める請求人の請求には理由がない。

よって、主文のとおり決定する。

第５ 意見

本件請求に対する判断は前記のとおりであるが、監査委員として所見を表明しておくことが適当と考えるので、以下に付記する。

政務活動費は、議会の審議能力の強化の趣旨から、自主性及び自律性を尊重した運用が行われなければならない一方、公金の支出であ

ることから、その使途の適正を確保するため議員自らが厳正に取り組むことが求められる。

また、平成２４年の法改正により、政務調査費が政務活動費と改称され、使途の範囲が拡大されるとともに、議長にその使途の透明性を

確保する努力義務が規定されたところであり、その適切な支出について説明責任を果たすことが期待されている。

こうした中、全国的に、不適正な政務活動費の支出を行っている事案が多数発生し、政務活動費に対して住民の厳しい目が注がれ、住
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人事委員会公告

民監査請求や住民訴訟が数多くなされ、近隣県においても一部違法な支出と認定する判決が出されるなど、政務活動費の使途の適正な運

用と透明性の確保に向けて、これまで以上に努力することが求められている。

愛媛県議会においては、令和３年６月２９日付け監査公表第７号で付した意見等を踏まえ、政務活動費制度のより一層の透明性の向上の

ため、令和４年１月にマニュアルの一部を改正しており、その取組は評価するところであるが、今後とも、より適切な項目を選択して政

務活動費を充当するなど、県民に誤解を生じさせないよう運用するとともに、同制度を取り巻く環境や社会情勢の変化等を踏まえ、不断

の見直しに努められたい。

�愛媛県人事委員会公告第１号
令和６年度愛媛県職員採用候補者（上級）〔アピール型〕試験公告

令和６年３月１日

愛媛県人事委員会

〒７９０－００１２ 松山市湊町四丁目４番地１ 伊予鉄本社ビル２階 電話（０８９）９１２－２８２６�
�
�
�
��

試験当日用緊急連絡先 ０８０－７０３９－１１８９ ※試験当日のみ通話可能

�
�
�
�
��愛媛県職員採用情報サイト https://recruit.pref.ehime.jp

１ 試験区分、採用予定人員及び職務内容

試験は、次の試験区分ごとに行いますが、このうち希望するいずれか一つについて受験の申込みができます。なお、申込後の試験区分

の変更はできません。

試 験 区 分 採用予定人員 職 務 内 容

行 政 事 務 ３０人程度 知事部局、公営企業管理局等の本庁又は地方機関に勤務し、一般行政事務に従事します。

総 合 土 木 ５人程度
知事部局又は公営企業管理局の本庁又は地方機関に勤務し、道路、河川、砂防、港湾、都市計画、土地改良、農

村環境基盤整備等に関する計画、設計、施工監理等の業務に従事します。

建 築 ３人程度
知事部局、公営企業管理局等の本庁又は地方機関に勤務し、建築・住宅等に関する計画、指導、建築設計、施工

監理等の業務に従事します。

２ 受験資格

� 次のいずれかに該当する者

ア 平成２年４月２日から平成１５年４月１日までに生まれた者

イ 平成１５年４月２日以降に生まれた者で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）若しくはこれと同等

と人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等を令和７年３月末日までに卒業する見込みの者

� 日本の国籍を有する者

	 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

※ 本試験申込後は、自己アピール試験又は専門性アピール試験の登録（提出）がない場合も上級試験のその他の試験区分及び民間企業

等経験者試験への申込みはできません。

３ 試験日程、試験会場及び合格発表

区 分 試験日程 試験会場 合格発表 備 考

第
１
次
試
験

共
通

基 礎 能 力 検 査

（ＳＣＯＡ） ４月１日（月）

～４月１５日（月）

のうち受検者が選

択する日

全国４７都道府県に

あるテストセンター

のうち受検者が選択

する会場
５月上旬

基礎能力検査及び性格検査の受検に必要なＩＤは、受験申込

受付締切後、３月２７日（水）までにお知らせします。

性 格 検 査

（ＳＰＩ３）

自宅等のオンライ

ン環境の整備された

場所

行
政
事
務

自己アピール試験

受付期間（３月

４日（月）～３月

２５日（月））内に

登録（提出）

― ５月上旬

自己アピール内容による書類選考です。

特 定 資 格 等 加 点 別表「特定資格等加点の申請について」を参照

総
合
土
木
、
建
築

専門性アピール試験 専門性アピール内容による書類選考です。
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第２次試験 ５月下旬に松山市内で実施予定です。 ６月中旬 詳細は、第１次試験合格者に通知します。

第１次試験の基礎能力検査（ＳＣＯＡ）（以下「ＳＣＯＡ」という。）の申込者数の状況によっては、希望する日や会場で受検できな

い場合がありますので、ＩＤをお知らせする電子メールの受信確認後、速やかに受検日時・会場の予約を行ってください。

なお、ＳＣＯＡ及び性格検査（ＳＰＩ３）（以下「ＳＰＩ３」という。）の受検会場におけるトラブルについては、一切責任を負いま

せん。

合格発表は、合格者の受験番号を愛媛県職員採用情報サイト（以下「採用サイト」という。）に掲載します。

おって、第１次試験の合格発表の日時は、３月２７日（水）までに、愛媛県採用試験受験等申込システム（以下「システム」という。）

を通じてお知らせします。

４ 試験の方法等

� 行政事務

ア 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験合格者に対して行います。

区 分 試験・検査種目等 配 点 試 験 の 内 容

第１次試験

基礎能力検査（ＳＣＯＡ） ４０点 多様な業務に共通して求められる汎用的な知的能力についての検査を行います。

性 格 検 査 （ Ｓ Ｐ Ｉ ３ ） ― 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

自 己 ア ピ ー ル 試 験 ３０点
自らの経験や意欲等について、受付期間内に登録（提出）された自己アピール内容

により審査します。

特 定 資 格 等 加 点 ９点
県政重要施策の推進に有用となる資格等について、基準を満たした者に加点します

（詳細は別表「特定資格等加点の申請について」を参照）。

第２次試験

口 述 試 験 ３１０点 人物について総合的に評定するため、個別面接、集団面接及び集団討論を行います。

作 文 試 験 ５０点
識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います（課題１題、解答時間１時

間）。

適 性 検 査 ― 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

イ 自己アピール試験は、受験申込完了後、システムのマイページに表示される「自己アピール試験入力フォーム」から、受付期間内

に登録（提出）してください（一旦登録（提出）された自己アピール試験の内容変更や差し替えは、一切認めません。）。

ウ 受付期間内に自己アピール試験の登録（提出）が完了しなかった場合は、辞退したものとみなし、ＳＣＯＡ及びＳＰＩ３の受検は

できません。

エ 自己アピール試験及び特定資格等加点の申請に係る登録（提出）内容に虚偽又は不正があると認めた場合は、採点を行わず、不合

格とします。

オ 第１次試験合格者は、第１次試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、一定の基準に達しない場合には、得点にかかわらず

不合格となります。

なお、ＳＣＯＡが一定の基準に達しない場合には、自己アピール試験の採点は行いません。

カ 自己アピール試験の登録内容及びＳＰＩ３の結果は、第２次試験において、参考資料として使用します。

キ 最終合格者は、第１次試験の得点と第２次試験の得点を合計した総合得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験・

検査種目のうち、一定の基準に達しない種目がある場合には、総合得点にかかわらず不合格となります。

ク 前年度に出題した集団討論及び作文試験の課題を採用サイトに掲載しています。

また、愛媛県人事委員会事務局等において閲覧することもできます。

� 総合土木、建築

ア 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験合格者に対して行います。

区 分 試験・検査種目 配 点 試 験 の 内 容

第１次試験

基礎能力検査（ＳＣＯＡ） ３０点 多様な業務に共通して求められる汎用的な知的能力についての検査を行います。

性 格 検 査 （ Ｓ Ｐ Ｉ ３ ） ― 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

専 門 性 ア ピ ー ル 試 験 ４０点
必要な専門的知識及び技能について、受付期間内に登録（提出）された専門性アピ

ール内容により審査します。
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第２次試験

口 述 試 験 ２４０点 人物について総合的に評定するため、個別面接を行います。

プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン 試 験 ７０点
初めに受験者からこれまで培ってきた専門性についてプレゼンテーション（５分程

度）をしていただき、その内容を踏まえた個別面接を行います。

作 文 試 験 ５０点
識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います（課題１題、解答時間１時

間）。

適 性 検 査 ― 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

イ 専門性アピール試験は、受験申込完了後、システムのマイページに表示される「専門性アピール試験入力フォーム」から、受付期

間内に登録（提出）してください（一旦登録（提出）された専門性アピール試験の内容変更や差し替えは、一切認めません。）。

ウ 受付期間内に専門性アピール試験の登録（提出）が完了しなかった場合は、辞退したものとみなし、ＳＣＯＡ及びＳＰＩ３の受検

はできません。

エ 専門性アピール試験の登録（提出）内容に虚偽又は不正があると認めた場合は、採点を行わず、不合格とします。

オ 第１次試験合格者は、第１次試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、一定の基準に達しない場合には、得点にかかわらず

不合格となります。

なお、ＳＣＯＡが一定の基準に達しない場合には、専門性アピール試験の採点は行いません。

カ 専門性アピール試験の登録内容及びＳＰＩ３の結果は、第２次試験において、参考資料として使用します。

キ プレゼンテーション試験は、専門性アピール試験の内容を基に、各受験者に資料を使って説明していただきます。

資料は、Ａ４サイズの用紙２枚以内（片面印刷）で作成の上、プレゼンテーション試験の当日、１２部持参してください。

ク 最終合格者は、第１次試験の得点と第２次試験の得点を合計した総合得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験・

検査種目のうち、一定の基準に達しない種目がある場合には、総合得点にかかわらず不合格となります。

ケ 前年度に出題した作文試験の課題を採用サイトに掲載しています。

また、愛媛県人事委員会事務局等において閲覧することもできます。

５ 受験申込み

� 受験の申込みは、採用サイトからシステムにアクセスし、画面の指示に従って全ての必要項目を入力の上、受付期間中に送信してく

ださい（郵送や持参による申込みは受け付けません。）。

なお、受付期間は次のとおりです。

令和６年３月４日（月）午前８時３０分から３月２５日（月）午後５時１５分まで

� 申込みは「事前登録」と「本申込み」の２段階方式となっています。まず、事前登録を行いＩＤ番号とパスワードを取得した後、受

付期間中にシステムのマイページにログインして本申込みを行ってください（ＩＤ番号とパスワードは受験票の印刷等、以後の手続に

必要ですので、必ず控えておいてください。）。

� 本申込みの受付が完了したら、登録されたメールアドレス宛てに「申込み完了のお知らせ」の電子メールを自動送信します。この電

子メールが届かない場合は、必ず受付期間中に愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

� 申込方法等に関する問合せは、受付期間中の午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし、土曜日、日曜日及び祝日等の閉庁日を除

く。）受け付けます（原則、電話で愛媛県人事委員会事務局（（０８９）９１２－２８２６）へ問い合わせてください。）。

� 受付期間内に申込みが完了しなかった場合は、受験できません（受付期間中は、２４時間申込みを受け付けますが、保守点検作業等の

ためシステムを停止する場合があるほか、受付期間終了の直前は、システムが混み合うおそれがあるので、余裕を持って申込みを行っ

てください。）。

なお、使用される機器や通信回線上の障害等によるトラブルについては、一切責任を負いません。

６ 受験番号、ＳＣＯＡ及びＳＰＩ３受検ＩＤの通知並びに受験票の交付

� 本試験の受験番号、ＳＣＯＡ及びＳＰＩ３の受検に必要な各ＩＤは、受験申込受付締切後に登録されたメールアドレス宛てに電子メ

ールを送信しますので、ＳＣＯＡについては受信確認後速やかに受検日時・会場の予約を行っていただくとともにシステムのマイペー

ジにログインして自分の受験番号を確認してください。３月２７日（水）までに電子メールが届かない場合には、愛媛県人事委員会事務

局へ問い合わせてください。

� 受験票は、第１次試験合格者のみ出力することができます。第１次試験に合格された方には、合格発表後、「受験票交付のお知らせ」

の電子メールを送信しますので、システムのマイページにログインし、受験票をダウンロードして印刷してください。

� 印刷した受験票は、記載されている事項を確認し、確認した年月日を記入の上、申込者本人が署名して第２次試験受験の際に必ず持

参してください。

７ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県職員採用候補者として、採用候補者名簿（以下「名簿」という。）に記載されます。

この名簿は、原則として、令和７年４月以降の採用に対するもので、その有効期間は、行政事務は名簿に記載された日（合格通知書

に記載）から１年間、総合土木及び建築は名簿に記載された日（合格通知書に記載）から３年間です。

� 採用は、名簿に記載された者のうちから任命権者（知事等）が選考を行い、決定します。したがって、名簿に記載された者が全て採
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用されるとは限りません。

８ 給与

初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、次のとおり支給され、このほか該当

者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当等が支給されます。

試 験 区 分 現 行 給 料 月 額

行政事務、総合土木、建築 行政職給料表１級２９号給 ２０３，５５３円

※ 学歴や職歴などに応じて、一定の基準により加算される場合があります。

９ 試験結果の開示

この試験の結果については、郵送又は口頭により開示請求を受け付けます。

郵送により開示を請求する場合は、試験成績開示請求書に必要事項を記入の上、受験票又は本人であることを確認できる顔写真付きの

書類（学生証、運転免許証等）の写しと返信用封筒（定形、縦１４㎝～２３．５㎝×横９㎝～１２㎝）を同封して、愛媛県人事委員会事務局宛て

に郵送してください。

※ 返信用封筒には必ず宛先を明記し、返信用切手４３４円（簡易書留相当分）を貼ってください。

※ 試験成績開示請求書及び受験票は、システムのマイページにログインし、ダウンロードして印刷したものを同封してください。

口頭により開示を請求する場合は、受験票又は本人であることを確認できる顔写真付きの書類を持参の上、午前８時３０分（合格発表当

日は、合格発表後）から午後５時１５分までの間に、愛媛県人事委員会事務局へ直接お越しください（ただし、土曜日、日曜日及び祝日等

の閉庁日は受付できません。）。

開示請求できる人 開 示 内 容 請求受付期間 開示方法

第 １ 次 試 験

不 合 格 者

第１次試験の試験・検査種目等別得点、合計得点及び順位（ただし、一定の基準に達

しない試験・検査種目がある場合は、順位に代えて当該試験・検査種目名）

第１次試験

合格発表の日

から１月間 郵 送 又 は

口 頭 に よ り

開 示 を 請 求第 ２ 次 試 験

受 験 者

第１次試験の試験・検査種目等別得点、合計得点及び順位並びに第２次試験の試験種

目別得点、総合得点及び総合順位（ただし、第２次試験で一定の基準に達しない試験・

検査種目がある場合は、総合順位に代えて当該試験・検査種目名）

第２次試験

合格発表の日

から１月間

１０ その他

心身の機能の障がいにより、車いす、補聴器等の使用を希望するなど、受験時に配慮を必要とする場合は、受付期間内に愛媛県人事委

員会事務局へ申し出てください。ただし、内容によってはお応えできないことがあります。

台風などの自然災害等により、やむを得ず試験の日程・開始時刻を変更することがあります。

変更がある場合は、システム及び受験申込受付締切時に登録されたアドレス宛ての電子メールにてお知らせします。

別表 特定資格等加点の申請について

１ 加点基準

次に掲げる県政重要施策の推進に有用となる資格等（ただし、語学資格については、平成３１年４月１日から申込日までに取得したものに限ります。）

について、基準を満たした者に加点します。なお、加点対象となる特定資格等はいずれか１種類に限りますので、複数の特定資格等を有する場合にも、

二重に加点するものではありません。

地域経済の活力創出

語学 英語
TOEIC Listening & Reading Test（公開テスト）

６００以上 ３点加点

７３０以上 ６点加点

TOEFL iBTテスト
６５以上 ３点加点

８５以上 ６点加点

IELTS
５．５以上 ３点加点

６．５以上 ６点加点

実用英語技能検定 準１級以上 ６点加点

中国語 中国語検定試験 ２級以上 ３点加点

中国語コミュニケーション能力検定 ５５０点以上 ３点加点

筆記５級１８０点以上

漢語水平考試（HSK） 筆記６級１８０点以上 ３点加点

口試（高級）６０点以上
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韓国語 韓国語能力試験（TOPIK） ４級以上 ３点加点

ハングル能力検定試験 準２級以上 ３点加点

デジタル技術の活用加速化

情報系資格 基本情報技術者 ３点加点

応用情報技術者 ６点加点

ＩＴストラテジスト ９点加点

システムアーキテクト ９点加点

プロジェクトマネージャ ９点加点

ネットワークスペシャリスト ９点加点

データベーススペシャリスト ９点加点

エンベデッドシステムスペシャリスト ９点加点

ＩＴサービスマネージャ ９点加点

システム監査技術者 ９点加点

情報処理安全確保支援士 ９点加点

２ 証明書類

氏名、資格・試験等の名称及び取得年月日が確認できるもので、主催者が発行する書類（合格証書、合格証明書、Official Score Report等）に限る。
３ 申請方法

受験申込時に特定資格等加点を申請する旨を入力した上で、受験申込完了後、システムのマイページに表示される「特定資格等加点申請フォーム」か

ら、必要事項を入力し、証明書類の写し（コピー）の電子ファイルを受付期間内に登録（提出）してください。また、電子ファイルの形式はＰＤＦのみ

とし、一旦登録（提出）された内容の変更や差し替えは、一切認めません。

なお、次のいずれかに該当する場合は、加点しません。

� 入力漏れや不備がある場合

� 加点基準を満たさない場合（基準を満たす事実が確認できない場合を含む。）

� 受験申込時に、特定資格等加点を申請する旨の入力がない場合（申込完了後の申込内容の変更はできませんので、注意してください。）

� 受付期間内に証明書類の写し（コピー）の登録（提出）がない場合

� 登録（提出）された電子ファイルが指定のファイル形式以外の場合（愛媛県人事委員会事務局のパソコンで正常にファイルを展開できない場合を含

む。）

�愛媛県人事委員会公告第２号
令和６年度愛媛県警察官（大学卒）採用候補者試験公告

令和６年３月１日

愛媛県人事委員会

愛媛県警察本部

愛媛県警察官（大学卒）採用候補者試験を次のとおり行います。

なお、この試験を受けることにより、警視庁（東京都）（男性の試験区分に限る。）又は大阪府の警察官になるみちがあります。

１ 試験区分、採用予定人員及び職務内容

試 験 区 分 採用都府県 採用予定人員 職 務 内 容

愛 媛 県 ６２人程度

個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予

防及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその

他公安の維持に従事します。

男 性 大 学 卒 警視庁（東京都） ３人程度

大 阪 府 １人程度

女 性 大 学 卒
愛 媛 県 １１人程度

大 阪 府 １人程度

受験申込みにおいて、第２志望まで選択することができますが、第１志望は必ず愛媛県としてください。ただし、愛媛県の第１次試験

に合格した場合は、第２志望はなかったものとみなします。

なお、申込後に志望する都府を変更することはできません。

２ 受験資格

� 日本の国籍を有する者

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� 平成２年４月２日から平成１９年４月１日までに生まれた者で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）
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若しくはこれと同等と愛媛県人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等を令和７年３月末日までに

卒業する見込みの者

ただし、警視庁（東京都）を第２志望とする場合の受験資格（生年月日）は「平成２年４月２日から平成１５年４月１日まで」、大阪

府を第２志望とする場合の受験資格（生年月日）は「平成３年４月２日から平成１９年４月１日まで」です。これに該当しない場合は、

他の都府を第２志望とすることはできません。また、大学等に相当するものについては、他の都府によっては愛媛県と異なる場合があ

りますので、志望する都府に直接問い合わせてください。

※ 本試験と令和６年度愛媛県警察官（高校卒程度）採用候補者試験との併願はできません。

３ 試験の方法等

� 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験合格者に対して行います。

区分 試験・検査種目等 配点 試 験 等 の 内 容

第
１
次
試
験

教 養 試 験 ５０点 大学卒業程度の一般的知識及び知能について、筆記試験を行います（択一式５０題、解答時間２時間３０分）。

体 力 試 験
（愛媛県のみ） ２０点

職務遂行に必要な体力について、試験を行います。

種 目
基 準

男性 女性

反復横とび ５０回以上／２０秒間 ４０回以上／２０秒間

握力 ４５㎏以上（左右の平均） ２５㎏以上（左右の平均）

上体起こし ２５回以上／３０秒間 １５回以上／３０秒間

腕立て伏せ ３０回以上 １５回以上

２０ｍシャトルラン ６５回以上 ３５回以上

※基準に達しない種目が４種目以上ある場合は、第１次試験の合計得点にかかわらず不合格となります。

特定資格等加点
（愛媛県のみ） ５点

職務遂行に有用と認められる次の特定資格等（語学については、平成３１年４月１日以降に取得したものに限る。）に
ついて、基準を満たしている場合は加点します（証明書類及び申請方法については、別表「特定資格等加点の申請につ
いて」を参照）。
なお、加点対象となる特定資格等はいずれか１種類に限り、複数の特定資格等を有する場合にも、二重に加点するも

のではありません。

項 目 基 準

武道

柔 道 初段以上（講道館認定の段位に限る。）

剣 道 初段以上（全日本剣道連盟認定の段位に限る。）

空 手 道 初段以上（全日本空手道連盟認定の段位に限る。）

ス ポ ー ツ 歴
全国規模で行われるスポーツ大会（中学校卒業以降の大会で地区予選を経たものに限る。）へ
の選手としての出場経験
※国民体育大会、全国高等学校総合体育大会等

語学

英 語

TOEIC Listening & Reading Test（公開テスト）：４７０点以上
TOEFL iBTテスト：４８点以上
IELTS：４．５点以上
実用英語技能検定：２級以上

中 国 語
中国語検定試験：３級以上
中国語コミュニケーション能力検定：４００点以上
漢語水平考試（HSK）：筆記４級１８０点以上

韓 国 語 韓国語能力試験（TOPIK）：４級以上
ハングル能力検定試験：準２級以上

ベトナム語 実用ベトナム語技能検定試験：４級以上

情 報 処 理

基本情報技術者、応用情報技術者、ＩＴストラテジスト、システムアーキテクト、プロジェク
トマネージャ、ネットワークスペシャリスト、データベーススペシャリスト、エンベデッドシ
ステムスペシャリスト、ＩＴサービスマネージャ、システム監査技術者、情報処理安全確保支
援士

財務 簿 記 日商簿記検定試験：２級以上

身 体 検 査
・

身体精密検査
－

職務遂行に必要な身体を有するかどうかについて、検査を行います。

項 目 基 準

視 力 裸眼又は矯正視力が両眼で０．７以上で、かつ、一眼でそれぞれ０．３以上であること。

聴 力 職務遂行に支障がないこと。

弁 色 力 職務遂行に支障がないこと。
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そ の 他 職務遂行に支障のない身体的状態であること。

※基準に達しない項目がある場合は、第１次試験の合計得点にかかわらず不合格となります。
※弁色力について、検査の結果によっては、医療機関において再検査を行った上で判定します。

第
２
次
試
験

口 述 試 験 ７５点 人物について総合的に評定するため、個別面接を行います。

作 文 試 験 ３０点 識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います（課題１題、解答時間１時間）。

適 性 検 査 － 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

身体精密検査 － 職務遂行に必要な健康度について、所定の身体検査書の提出により検査を行います。
※検査の結果によっては、医療機関において再検査を行った上で判定します。

� 第１次試験合格者は、第１次試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、第１次試験の各試験・検査種目のうち、一定の基準に

達しない種目がある場合は、合計得点にかかわらず不合格となります。

� 最終合格者は、第２次試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験・検査種目のうち、一定の基準に達しな

い種目がある場合は、合計得点にかかわらず不合格となります。

� 教養試験の例題及び前年度に出題した作文試験の課題を、愛媛県職員採用情報サイト（以下「採用サイト」という。）に掲載してい

ます。

また、愛媛県人事委員会事務局等において閲覧することもできます。

� 第１次試験の１日目は、体力試験及び身体検査（身体精密検査を含む。）（以下「身体検査等」という。）に適した服装で来てくだ

さい。

※ 教養試験以外の試験方法や基準等は愛媛県のものです。他の都府については、それぞれの都府に直接問い合わせてください。

４ 試験日、試験会場及び合格発表

区 分 試 験 日 試験・検査種目 試 験 会 場 合格発表

第 １ 次

試 験

令和６年５月１１日（土）

午前８時３０分から午後５時３０分まで

のうち人事委員会が指定する時間

（遅刻した場合は受験できません。）

体 力 試 験

身体検査等

松山工業高等学校

（松山市真砂町１番地）

５月下旬

合格発表日は第１次試験当

日にお知らせします。
令和６年５月１２日（日）

午前９時から正午まで
�
�
�
�

受付時間：午前８時～午前８時４５分 �
�
�
	遅刻した場合は受験できません。

教 養 試 験

第 ２ 次

試 験

６月上旬～中旬に松山市内で実施予定です。

詳細は、第１次試験合格者に通知します。
６月下旬

体力試験及び身体検査等の受付時間は、受験票に記載します（「６ 受験票の交付」参照）。

愛媛県の合格発表は、合格者の受験番号を採用サイトに掲載します。

※ 愛媛県以外の都府については、それぞれの都府に直接問い合わせてください。

５ 受験申込み


 受験の申込みは、採用サイトから「愛媛県採用試験受験等申込システム」（以下「システム」という。）にアクセスし、画面の指示

に従って全ての必要項目を入力の上、受付期間中に送信してください。

なお、受付期間は次のとおりです。

令和６年３月２７日（水）午前８時３０分から４月２２日（月）午後５時１５分まで

※ 原則、郵送や持参による申込みは受付できませんが、インターネットにより申し込むことができない特段の事情がある場合は、

４月１５日（月）までに愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

� 申込みは「事前登録」と「本申込み」の２段階方式となっています。まず、事前登録を行いＩＤ番号とパスワードを取得した後、受

付期間中にシステムのマイページにログインして本申込みを行ってください（ＩＤ番号とパスワードは受験票の印刷等、以後の手続に

必要ですので、必ず控えておいてください。）。

� 本申込みの受付が完了したら、登録されたメールアドレス宛てに「申込み完了のお知らせ」の電子メールを自動送信します。この電

子メールが届かない場合は、必ず受付期間中に愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

� 申込方法等に関する問合せは、受付期間中の午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし、土曜日、日曜日及び祝日等の閉庁日を除

く。）受け付けます（必ず電話で愛媛県人事委員会事務局（（０８９）９１２－２８２６）へ問い合わせてください。）。

� 受付期間内に申込みが完了しなかった場合は、受験できません（受付期間中は、２４時間申込みを受け付けますが、保守点検作業等の

ためシステムを停止する場合があるほか、受付期間終了の直前は、システムが混み合うおそれがあるので、余裕を持って申込みを行っ
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てください。）。

なお、使用される機器や通信回線上の障害等によるトラブルについては、一切責任を負いません。

６ 受験票の交付

� 受験申込受付締切後に登録されたメールアドレス宛てに「受験票交付のお知らせ」の電子メールを送信します。５月２日（木）まで

に電子メールが届かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

� 「受験票交付のお知らせ」の電子メールが届いたら、システムのマイページにログインし、受験票をダウンロードして印刷してくだ

さい。

� 印刷した受験票は、体力試験及び身体検査の受付時間など記載されている事項を確認し、確認した年月日を記入の上、申込者本人が

署名して第１次試験受験の際に必ず持参してください。

７ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県警察官採用候補者として、試験区分ごとに作成する採用候補者名簿（以下「名簿」という。）に記

載されます。

この名簿は、原則として、令和７年４月以降の採用に対するもので、その有効期間は、名簿に記載された日（合格通知書に記載）か

ら１年間です。

なお、令和６年９月末日までに大学等を卒業した者又は卒業する見込みの者については、欠員の状況に応じて、本人の意向を確認し

た上で、令和６年１０月１日に採用される場合があります。

� 採用は、名簿に記載された者のうちから任命権者（警察本部長）が選考を行い、決定します。したがって、名簿に記載された者が全

て採用されるとは限りません。

また、名簿に記載されても、令和７年３月末日までに大学等を卒業できなかった場合は、採用されません。

� 採用者は、愛媛県巡査に任命されます。任命後は、愛媛県警察学校に入校し、６か月間初任教養を受けた後、県内各警察署に配置さ

れます。

� 警察官は、誰でも実力次第で昇任することができ、管区警察学校又は警察大学校に入校して、幹部としての教養を受ける機会が与え

られます。

※ 愛媛県以外の都府については、それぞれの都府に直接問い合わせてください。

８ 給与等

� 初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、公安職給料表１級２３号給（現行給

料月額２２９，２９９円）が支給され、このほか該当者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、期末手

当、勤勉手当等が支給されます。

� 勤務に必要な被服等が支給されます。

※ 愛媛県以外の都府については、それぞれの都府に直接問い合わせてください。

９ 試験結果の開示

この試験の結果については、郵送又は口頭により開示請求を受け付けます。

郵送により開示を請求する場合は、試験成績開示請求書に必要事項を記入の上、受験票又は本人であることを確認できる顔写真付きの

書類（学生証、運転免許証等）の写しと返信用封筒（定形、縦１４㎝～２３．５㎝×横９㎝～１２㎝）を同封して、愛媛県人事委員会事務局宛て

に郵送してください。

※ 返信用封筒には必ず宛先を明記し、返信用切手４３４円（簡易書留相当分）を貼ってください。

※ 試験成績開示請求書及び受験票は、システムのマイページにログインし、ダウンロードして印刷したものを同封してください。

口頭により開示を請求する場合は、受験票又は本人であることを確認できる顔写真付きの書類を持参の上、午前８時３０分（合格発表当

日は、合格発表後）から午後５時１５分までの間に、愛媛県人事委員会事務局へ直接お越しください（ただし、土曜日、日曜日及び祝日等

の閉庁日は受付できません。）。

開示請求できる人 開 示 内 容 請 求 受 付 期 間 開 示 方 法

第 １ 次 試 験

不 合 格 者

第１次試験の試験種目等別得点、合計得点及び順位（ただし、一定の基

準に達しない試験・検査種目がある場合は、順位に代えて当該試験・検

査種目名）

第 １ 次 試 験

合 格 発 表 の 日

か ら １ 月 間 郵 送 又 は

口 頭 に よ り

開 示 を 請 求第 ２ 次 試 験

受 験 者

第１次試験の試験種目等別得点、合計得点及び順位並びに第２次試験の

試験種目別得点、合計得点及び順位（ただし、一定の基準に達しない試

験・検査種目がある場合は、順位に代えて当該試験・検査種目名）

第 ２ 次 試 験

合 格 発 表 の 日

か ら １ 月 間

※ 愛媛県以外の都府の試験結果の開示については、それぞれの都府に直接問い合わせてください。

１０ 問合せ先等



愛 媛 県 報令和６年３月１日 第４８８号

１０５

特定資格等加点証明書類

提 出 先

開示請求先・問合せ先

愛媛県人事委員会事務局 採用給与課 任用試験係

〒７９０－００１２ 松山市湊町四丁目４番地１ 伊予鉄本社ビル２階

電話 ０８９－９１２－２８２６ 試験当日用緊急連絡先 ０８０－７０３９－１１８９ ※試験当日のみ通話可能

愛媛県職員採用情報サイト https://recruit.pref.ehime.jp

開 示 請 求 先

問 合 せ 先

（※任命権者選考のみ）

愛媛県警察本部 警務課 採用係

〒７９０－８５７３ 松山市南堀端町２番地２

電話 ０８９－９３４－０１１０ 内線２６２１・２６２２・２６２３・２６２４・２６２５

愛媛県以外の都府に
関 す る 問 合 せ 先

警視庁採用センター 電話 ０１２０－３１４－３７２

大阪府警察官採用センター 電話 ０１２０－３７０－３１４

１１ その他

台風などの自然災害等により、やむを得ず試験の日程・開始時刻を変更することがあります。変更がある場合は、システム及び受験申

込受付締切時に登録されたアドレス宛ての電子メールにてお知らせします。

別表 特定資格等加点の申請について

項 目 証 明 書 類 申 請 方 法

柔 道 ○講道館が認定した段位を証明する書類の写し 受験申込時に特定資格等加点を申請する旨を入力した上で、受

験申込完了後、システムのマイページに表示される「特定資格等

加点申請フォーム」（以下「申請フォーム」という。）から必要

事項を登録し、「証明書類」を簡易書留による郵送又は持参によ

り愛媛県人事委員会事務局へ提出してください（登録（提出）期

限：令和６年４月２２日（月）午後５時１５分（必着））。

申請フォームの登録と証明書類の提出が両方とも必要です。

「出身校による全国大会参加証明書（原本）」以外の書類を提

出された場合又は提出書類に不備があった場合は、原本確認又は

追加書類の提出を求めることがあります（この場合、第１次試験

（１日目）当日の本人の受付終了時までに証明書類の原本を提示

し、又は追加書類を提出してください。）。

なお、次のいずれかに該当する場合は、加点しません。

� 記入漏れや不備がある場合

� 加点基準を満たさない場合（基準を満たす事実が確認でき

ない場合を含む。）

� 受験申込時に、特定資格等加点を申請する旨の入力がない

場合（申込完了後の申込内容の変更はできませんので、注意

してください。）

� 受付期間内に申請フォームの登録又は証明書類の提出がな

い場合（証明書類の原本確認又は追加書類の提出に応じられ

ない場合を含む。）

武道 剣 道 ○全日本剣道連盟が認定した段位を証明する書類の写し

空 手 道 ○全日本空手道連盟が認定した段位を証明する書類の写し

ス ポ ー ツ 歴

○出身校による全国大会参加証明書（原本）

上記の証明書類の提出を原則としますが、これを用意できない

場合は、次の�、�の両方が証明できる書類を提出してください。
� 地区予選を経た全国大会であること。

� 地区予選を経て、全国大会に選手として出場したこと。

※ �は氏名、大会の名称及び開催年月が明記されたものであ
ること。

※ 「選手として」とは、選手登録されたことを要件とする

（監督、コーチ、マネージャー等は除く。）。

語学

英 語

○主催者が発行する合格証書、合格証明書、Official Score Report
等の写し

※氏名、資格・試験等の名称及び取得年月日が明記されたもので

あること。

中 国 語

韓 国 語

ベトナム語

情 報 処 理

財務 簿 記

令和６年３月１日 発行


